





























（ 2 ）　三木・前掲注（ 1 ）217頁。





（ 4 ）　米国クラスアクションに関する一般的説明として、三木・前掲注（ 1 ）96頁以下。
278　　早法 96 巻 1 号（2020）
の救済が必ずしも期待できないことがあり、日本の手続を通して、米国消費者の
財産的被害の回復を図らなくてはならない事態が生じ得る。






























































































































































3 ・ 4 合併号184頁（2019）。


















































































債管理者に対する授権も行われない場合、個々の社債権者は民再169条の 2 第 1 項各号所定
の事由に該当するときでなければ議決権を行使することができず、「議決権者」（民再169条
2 項）に当たらないため、頭数要件と議決権額要件のいずれの母数にも入らない（民再172
条の 3 第 1 項）。
（22）　松岡博「渉外訴訟事件における当事者」新堂幸司ほか編『講座民事訴訟法③当事者』
177頁（弘文堂、1984）。



































































































































































































































































































































（44）　Lawrence R. Ahern, III & Nancy Fraas MacLean, Bankruptcy Procedure Manual: 
Federal Rules Of Bankruptcy Procedure Annotated § 3001: 10 （Feb. 2018 Update）.
（45）　才口千晴＝伊藤眞監修『新注釈民事再生法下巻』134頁［馬杉榮一］（金融財政事情研究
会、2010）参照。





































都 弁 護 士 会、2007）、https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/committee/list/data/2007 
amerika_tyousa_report.pdf（2019.12.13）。























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































308　　早法 96 巻 1 号（2020）
らも問題があると考えられる
（125）
。本件のような事案において、裁判所は、二国間の
制度の違いが債権者間の平等を害することがないように、積極的に和解や米国訴
訟の再開を促すべきである。
（125）　民再155条 1 項本文参照。
